
⼀般社団法⼈⽇本分析機器⼯業会における
⾃主⾏動計画フォローアップ調査について

令和５年３⽉6⽇
⼀般社団法⼈⽇本分析機器⼯業会



２．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間：令和４年11月8日～11月28日

・調査企業：一般社団法人日本分析機器工業会会員企業97社

・回答企業：21社（前年度24社）

・回答率：21.6％（前年度27.9％ ）
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２．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）

概観（改善できた点、改善の余地がある点等特筆すべき内容を記載）

✔ 「原材料価格の反映状況」は発注側は横ばい、受注側は大幅に改善。

✔ 「エネルギー価格の反映状況」は発注側は改善、受注側は大幅に改善。

✔ 「2022年度単価決定・改定にあたっての取引先との十分な協議」は発注側は9割半ば

が、受注側は全ての企業が「実施した／応じてくれた」と回答。

✔ 「不合理な原価低減要請を行わないこと」は発注側の全ての企業が「徹底した」と認識。

✔ 「下請代金の現金払い化」については、発注側・受注側ともに大幅に改善。

✔ 「手形支払いサイトが【60日以内】である割合」は、発注側は改善、受注側は大幅に

改善。

✔ 「知的財産に関する適正取引実現のための取組」は実施と回答。

✔ 「発注側の働き方改革に関する対応により受注側にしわ寄せが生じないための配慮」

について、発注側が「徹底した」と認識しているのは8割半ば。

✔ 「型取引の課題の改善」について、「概ね改善した」は発注側の7割以上。
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 労務費の反映状況は、発注側は横ばい、受注側はわずかに悪化している。
 原材料価格の反映状況は、発注側は横ばい、受注側は⼤幅に改善している。
 エネルギー価格の反映状況は、発注側は改善、受注側は⼤幅に改善している。

 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

■ 発注側 74% 79% 80% ■ 発注側 75% 86% 87% ■ 発注側 78% 79% 87%

■ 受注側 33% 25% 20% ■ 受注側 43% 25% 40% ■ 受注側 50% 25% 40%

41pt 54pt 60pt 32pt 61pt 47pt 28pt 54pt 47pt受発注間の差 受発注間の差 受発注間の差
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◆単価の決定・改定における変動コストの反映状況（項⽬別、「概ね反映した／された」割合を集計）

-労務費 -原材料価格 -エネルギー価格

※各項⽬について「単価の決定・改定の反映状況」を問う設問に対して、「概ね反映した／された」「⼀部反映した／された」「あまり反映しなかった／されなかった」「反映しなかった／さ
れなかった」の選択肢を設置。

【分析機器】
重点課題に対する取組①価格の決定⽅法（２／３）
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 書⾯による取引条件の明確化は、発注側のみ回答しており、9割強となっている。
 型代⾦⼜は型製作費の早期の⽀払いは、発注側のみ回答しており、10割となっている。
 量産終了後の型の保管費⽤の⽀払いは、発注側のみ回答しており、9割弱となっている。
 不要な型の破棄費⽤の⽀払いは、発注側のみ回答しており、10割となっている。

◆書⾯による取引条件の明確化 ◆型代⾦⼜は型製作費の早期の⽀払い

◆量産終了後の型の保管費⽤の⽀払い ◆不要な型の破棄費⽤の⽀払い

※グラフは、いずれも「概ね出来た」割合を集計

※各項⽬について「概ね出来た（81〜100%）」「⼀部出来た（41〜80%）」「あまり出来なかった（1〜40%）」「出来なかった（0%）」「該当なし」の選択肢を設置。
「該当なし」 を除いて再集計している。

【分析機器】

 

発注側 受注側 発注側 受注側

令和4年度 令和4年度 令和4年度 令和4年度

概ね出来た（81～100%） 91% - 概ね出来た（81～100%） 100% -

■ 発注側 (n=11) 91% 一部出来た（41～80%） 9% - ■ 発注側 (n=12) 100% 一部出来た（41～80%） 0% -

■ 受注側 (n=0) - あまり出来なかった（1～40%） 0% - ■ 受注側 (n=0) - あまり出来なかった（1～40%） 0% -

- 出来なかった（0%） 0% - - 出来なかった（0%） 0% -受発注間の差 受発注間の差

91%
100%

  

発注側 受注側 発注側 受注側

令和4年度 令和4年度 令和4年度 令和4年度

概ね出来た（81～100%） 88% - 概ね出来た（81～100%） 100% -

■ 発注側 (n=8) 88% 一部出来た（41～80%） 0% - ■ 発注側 (n=7) 100% 一部出来た（41～80%） 0% -

■ 受注側 (n=0) - あまり出来なかった（1～40%） 0% - ■ 受注側 (n=0) - あまり出来なかった（1～40%） 0% -

- 出来なかった（0%） 13% - - 出来なかった（0%） 0% -受発注間の差受発注間の差

88%

100%

型取引の適正化（１／２）





４．パートナーシップ構築宣⾔への取組状況等

【今後の取組】
・下請取引月間に合わせて、工業会会長名文書にて会員に周知

・必要に応じ、工業会機関誌その他による周知
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６．その他取引適正化に向けた事項について
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【今後の取組】

・自主行動計画フォローアップ調査実施

・自主行動計画フォローアップ、課題共有、適正取引の推進のため、
調達小委員会を年１～２回程度開催予定。

・Webサイトにより会員への「協力企業との適正取引の推進」を周知

・会員向けメールにより下請け取引適正化に関わる政策情報の提供




